
（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

施設名

甲賀市 水道事業 ―

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

● ● ●

取組事項 事業廃止

実施済 ●
簡易水道事業を水道事業に統
合したことにより、会計事務
及び収納事務の効率化が図ら
れた。

全部廃止 一部廃止 平成

実施予定

 ●
29 4 1

 ①診療所化・介護施設化
 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日 ③事業目的の完了
 

検討中

④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止

● ⑥その他

百万円(年)

事務的な統合により、効果額として算出できない

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

取組事項 （水道事業）広域化等

実施済
経営統合

施設の
共同設置・利用

実施予定 年

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

施設管理の
共同化

管理の一体化

検討中 ●
 県下全域の水道事業体である市町、企業庁、事務組合を対象に、
平成２８年７月に広域連携協議会、平成２９年５月には水道事業の
将来見通しに関する研究会を立ち上げました。現在、協議会では、
施設統廃合の検討や経営統合による将来見通しなど検討を進めてい
ます。

 協議会では、令和４年度に「水道広域化推進プラン」が策定されましたが、
各事業体の料金体系や経営状況等が大きく異なることから、引き続き経営統合
に向けた各方面への合意形成を図る必要があります。

月 日

百万円(年)

5 百万円(年)  人件費、検針費用等上下水道事業合わせて年間572万円
の削減。
 滞納整理における収納率の向上。

検討中

25 10 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
 行政だけでなく、多様な主体による
公共サービスの提供が謳われており、
民間企業の経営手法等のノウハウを活
用することで、市民満足度の高い公共
サービスを提供するために民間委託を
実施した。より迅速な現場対応、業務
の効率化を実現できた。

１．窓口・受付業務、２．検針業務、３．賦課・収納業
務、４．滞納整理業務、５．給水停止措置に係る業務、
６．検定満期メーター取替対象物件抽出及び更新業務、
７．上記１から６までの業務及び開閉栓、名義変更に係
る料金システム事務処理業務、８．その他、上下水道料
金に付随する業務※開閉栓、検定満期メーター取替に係
る現地作業は、委託内容には含まない

平成



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

施設名

甲賀市 下水道事業 公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済 ●
汚水処理施設の

統廃合

農業集落排水施設を公共下水道
（流域）に接続。

令和
●

2 4 1
処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

  ●   

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定    

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

11 百万円(年)

維持管理費 1,100万円（年） ２施設

検討中

25 10 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
行政だけでなく、多様な主体による公
共サービスの提供が謳われており、民
間企業の経営手法等のノウハウを活用
することで、市民満足度の高い公共
サービスを提供するために民間委託を
実施した。より迅速な現場対応、業務
の効率化を実現できた。

１．窓口・受付業務、２．検針業務、３．賦課・収納業
務、４．滞納整理業務、５．給水停止措置に係る業務、
６．検定満期メーター取替対象物件抽出及び更新業務、
７．上記１から６までの業務及び開閉栓、名義変更に係
る料金システム事務処理業務、８．その他、上下水道料
金に付随する業務※開閉栓、検定満期メーター取替に係
る現地作業は、委託内容には含まない

平成

5 百万円(年) 人件費、検針費用等上下水道事業合わせて年間572万円の
削減。
 滞納整理における収納率の向上。

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（実施類型） （取組の概要） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

●

施設名

甲賀市 下水道事業 公共下水道

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 （下水道事業）広域化等

実施済
汚水処理施設の

統廃合

農業集落排水施設を公共下水道
に接続。

令和
●

5 4 1
処理場廃止あり 処理場廃止なし

●  年 月 日

公共下水･流域下水
の統合

公共下水同士
の統合

集落排水･公共下水と
の統合

特環下水と公共下
水との統合

その他

  ●   

汚泥処理の
共同化

維持管理・事務
の共同化

最適な汚水処理施設
の選択（最適化）

実施予定 ●    

5 百万円(年)

維持管理費 500万円（年） 1施設

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

6 4 1

実施予定 ● 年 月 日

実施済 下水道施設の維持管理業務につ
いて、合理化計画代替業務が令
和５年度で期間が終了するた
め、令和６年度より包括的民間
委託を実施予定。

令和

百万円(年)

効果額未算定

検討中



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

施設名

甲賀市 下水道事業 特定環境保全公共下水道

団体名 業種名 事業名

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

●

25 10 1

実施予定 年 月 日

実施済 ● 行政だけでなく、多様な主体による公共
サービスの提供が謳われており、民間企業
の経営手法等のノウハウを活用すること
で、市民満足度の高い公共サービスを提供
するために民間委託を実施した。より迅速
な現場対応、業務の効率化を実現できた。

１．窓口・受付業務、２．検針業務、３．賦課・収納業
務、４．滞納整理業務、５．給水停止措置に係る業務、
６．検定満期メーター取替対象物件抽出及び更新業務、
７．上記１から６までの業務及び開閉栓、名義変更に係
る料金システム事務処理業務、８．その他、上下水道料
金に付随する業務※開閉栓、検定満期メーター取替に係
る現地作業は、委託内容には含まない

平成

5 百万円(年) 人件費、検針費用等上下水道事業合わせて年間572万円の
削減。
 滞納整理における収納率の向上。

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

施設名

甲賀市 下水道事業 特定環境保全公共下水道

団体名 業種名 事業名

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

●

6 4 1

実施予定 ● 年 月 日

実施済 下水道施設の維持管理業務につ
いて、合理化計画代替業務が令
和５年度で期間が終了するた
め、令和６年度より包括的民間
委託を実施予定。

令和

百万円(年)

効果額未算定

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

5 百万円(年) 人件費、検針費用等上下水道事業合わせて年間572万円の
削減。
 滞納整理における収納率の向上。

検討中

25 10 1

実施予定 年 月 日

実施済 ●
行政だけでなく、多様な主体による公共サービスの提供が
謳われており、民間企業の経営手法等のノウハウを活用す
ることで、市民満足度の高い公共サービスを提供するため
に民間委託を実施した。より迅速な現場対応、業務の効率
化を実現できた。

１．窓口・受付業務、２．検針業務、３．賦課・収納業
務、４．滞納整理業務、５．給水停止措置に係る業務、
６．検定満期メーター取替対象物件抽出及び更新業務、
７．上記１から６までの業務及び開閉栓、名義変更に係
る料金システム事務処理業務、８．その他、上下水道料
金に付随する業務※開閉栓、検定満期メーター取替に係
る現地作業は、委託内容には含まない

平成

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中

11 百万円(年)

維持管理費 1,100万円（年） ２施設

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化
年 月 日

④民営化・民間譲渡による廃止
● ⑤広域化による廃止
 ⑥その他

 ●
2 4 1

 ①診療所化・介護施設化

取組事項 事業廃止

令和実施済 ●

農業集落排水施設を公共下水
道（流域）に接続。

全部廃止 一部廃止

実施予定
 ③事業目的の完了
 

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

● ●

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名 事業名 施設名

甲賀市 下水道事業 農業集落排水施設

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

（取組の概要） （（実施済のみ）性能発注内容） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

施設名

甲賀市 下水道事業 農業集落排水施設

団体名 業種名 事業名

令和

実施予定 ●

● ●

 ③事業目的の完了
 

取組事項 事業廃止

実施済

農業集落排水施設を公共下水
道（流域）に接続。

全部廃止 一部廃止

④民営化・民間譲渡による廃止
● ⑤広域化による廃止
 ⑥その他

5 百万円(年)

維持管理費 500万円（年） 1施設

 ●
5 4 1

 ①診療所化・介護施設化
 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

年 月 日

取組事項 民間活用（包括的民間委託）

検討中

6 4 1

実施予定 ● 年 月 日

実施済 下水道施設の維持管理業務に
ついて、合理化計画代替業務
が令和５年度で期間が終了す
るため、令和６年度より包括
的民間委託を実施予定。

令和

百万円(年)

効果額未算定

検討中

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



団体名 業種名 事業名 施設名

甲賀市 病院事業

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

抜本的な改革に取り組まず、現行の経営体制・手法を継続する理由及び現在の経営状況・経営戦略等にお
ける中長期的な将来見通しを踏まえた、今後の経営改革の方向性

今後の経営方針等について令和５年３月に甲賀市地域医療審議会から出された答申をもとに経営健全化に向けた
病院運営を行うとともに、令和４年３月に総務省から地方公共団体に通知のあった「公立病院経営強化プラン」
を、病院間の役割分担と機能の明確化による連携強化の推進、また医師・看護師等の確保と働き方改革、新興感
染症の感染拡大時に備えた平時からの取り組み等ガイドラインに示されえた内容を盛り込み策定し、持続可能な
地域医療提供体制の確保を図ります。

●

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

現行の経営体制・手法を継続する理由、今後の方向性



（取組の概要） （全部と一部の別） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

団体名 業種名 事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

甲賀市 介護サービス事業 介護老人保健施設

施設名

●

抜本的な改革の取組

介護老人保健施設ケアセンターささゆり

③事業目的の完了
 

取組事項 事業廃止

実施済
甲賀市地域医療審議会におい
て、調査、検討を行った結
果、廃止を決定した。

全部廃止 一部廃止

実施予定 ●

 ②簡易水道事業の飲料水供給施設化

●  
6 3 31

 ①診療所化・介護施設化

令和

検討中

④民営化・民間譲渡による廃止
 ⑤広域化による廃止

● ⑥その他

百万円(年) 効果額未算定

年 月 日 

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況



（取組の概要） （方式） （実施（予定）時期）

（取組の効果額） （取組の効果額内訳）

（取組の概要） （検討状況・課題）

事業名

現行の経営
体制を継続指定管理者

制度
包括的

民間委託
PPP/PFI方式

の活用

施設名

甲賀市 その他事業  みなくち診療所

抜本的な改革の取組

事業廃止
民営化・
民間譲渡

地方独立行
政法人への
移行

広域化等
民間活用

団体名 業種名

●

取組事項 民間活用（指定管理者制度）

実施済 甲賀市地域医療審議会におい
て、診療所の在り方について
調査、検討を行った結果決定
した。

代行制 利用料金制

実施予定 ●

令和

 ● 6 4 1

検討中

年 月 日

百万円(年)

効果額未算定

公営企業の抜本的な改革の取組状況（令和5年3月31日時点）

実施状況

抜本的な改革の取組状況


